
専門的資格を有する都内看護職員の状況
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全国 2,550 263 21 130 129 545 57 53 75 16 6 58 28 1 101 193 25 196 50 603
東京都 293 33 1 7 12 54 3 4 7 2 1 4 5 0 14 34 1 29 8 74

専門的資格を有する都内看護職員の状況
（認定看護師）

認定看護師（A課程） 領域別資格者数（2022.12時点）

認定看護師（B課程） 領域別資格者数（2022.12時点）

（出典）日本看護協会HP

合計
がん
看護

精神
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地域
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老人
看護

小児
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母性
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慢性疾
患看護

急性・重
症患者
看護

感染症
看護

家族
支援

在宅
看護

遺伝
看護

災害
看護

放射線
看護

全国 3155 1054 411 31 248 300 93 262 387 100 89 119 21 37 3
東京都 583 169 106 5 33 64 9 42 75 20 17 24 10 8 1

専門看護師登録者数（2022.12時点）
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（出典）令和４年看護師等業務従事者届集計報告

単位：人

延 べ 数
総
数

割合

保健師 33 5

助産師 11 4

看護師 4,820 729 100.0%

病院
200床未満 887 114 15.6%
200床以上 3,073 474 65.0%

診療所
有床 41 10 1.4%
無床 223 32 4.4%

助産所 従事者 0 0 0.0%
訪問看護ステーショ
ン

管理者 63 18 2.5%
従事者 266 38 5.2%

介護保険施設等

介護老人保健施設 4 2 0.3%
介護医療院 0 0 0.0%
指定介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）

49 13
1.8%

居宅サービス事業所 5 2 0.3%
居宅介護支援事業所 13 1 0.1%
その他 55 7 1.0%

社会福祉施設等

老人福祉施設 23 3 0.4%
児童福祉施設 27 4 0.5%
その他 0 0 0.0%

保健所又は区市町村、東京都 4 3 0.4%
事業所 4 1 0.1%
看護師等学校、養成所又は研究機関 25 2 0.3%
その他 58 5 0.7%

合計 4,864 738

速報値
専門的資格を有する都内看護職員の状況

（特定行為研修修了者）
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速報値

（令和４年12月末現在）
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都内の特定行為研修修了者数（区分別） （令和４年12月末現在）
（延べ数 4,864人）
（総数 738人）

（出典）令和４年看護師等業務従事者届集計報告

速報値
専門的資格を有する都内看護職員の状況

（特定行為研修修了者数・区分別）
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領域別

速報値



都内指定研修機関の状況



○都内指定研修機関数（令和５年３月現在） ３８施設 定員数１，２０８名
（参考：全国の指定研修機関数（令和４年８月時点） ３６０施設 定員数４，８１１名）

定員区分 施設数
施設数全体
に占める割合

定員数合計
定員数全体
に占める割合

10名未満 20施設 52.6% 93名 7.7%

10名以上
50名未満

12施設 31.6% 180名 14.9%

50名以上 7施設 18.4% 935名 77.4%

計 38施設 100% 1,208名 100%

特定行為研修に係る
都内指定研修機関の状況

⇒定員数50名以上の指定研修機関が、施設数全体の18.4％、都内定員数の77.4％を
占める。

（出典）厚生労働省提供データ
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都内指定研修機関の特定行為区分別開講状況

0 5 10 15 20 25 30 35 40

栄養及び水分管理に係る薬剤投与関連

動脈血液ガス分析関連

呼吸器(人工呼吸療法に係るもの)関連

呼吸器(気道確保に係るもの)関連

循環動態に係る薬剤投与関連

術後疼痛管理関連

創傷管理関連

呼吸器(長期呼吸療法に係るもの)関連

血糖コントロールに係る薬剤投与関連

感染に係る薬剤投与関連

栄養に係るカテーテル管理(中心静脈カテーテル管理)関連

創部ドレーン管理関連

栄養に係るカテーテル管理(末梢留置型中心静脈注射用カテーテル管…

精神及び神経症状に係る薬剤投与関連

ろう孔管理関連

胸腔ドレーン管理関連

腹腔ドレーン管理関連

循環器関連

透析管理関連

心嚢ドレーン管理関連

皮膚損傷に係る薬剤投与関連

術中麻酔管理領域

在宅・慢性期領域

外科系基本領域

外科術後病棟管理領域

救急領域

集中治療領域

開講数
（出典）厚生労働省HP

※都内の研修実施指定研修機関数（n＝38）

領域別
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指定研修機関における特定行為研修の
実施状況に係るアンケート（概要）

■指定研修機関における特定行為研修の実施状況に係るアンケート
■調査目的 特定行為研修制度に係る施策等の検討のため、指定研修機関における育成の現状

及び制度の課題把握
■調査時点 令和５年３月31日現在 ■調査期間 令和５年６月２日～16日
■調査対象 都内指定研修機関38施設 ■回答26施設（回収率68.4％）

（出典）指定研修機関における特定行為研修の実施状況に係るアンケート（R5.6実施）

１ 指定研修機関の種類(n=26)

大学, 1
大学院, 2

大学病院, 
6

病院, 
11

医療関係
団体等, 4

専門学校, 
1

その他, 1

２ 指定研修機関における定員の状況(n=26）

定員区分 施設数
施設数全
体に占め
る割合

定員
合計
(a)

定員合計
に占める
割合

2022年度
修了者数

(b)

定員に占
める修了
者数の割
合(b/a)

10名
未満

16 61.5% 69 11.8% 23 33.3%

10名以上
50名未満

6 23.1% 85 14.6% 45 52.9%

50名
以上

4 15.4% 429 73.6% 195 45.4%

計 26 100% 583 100% 263 45.1%
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指定研修機関における特定行為研修の
実施状況に係るアンケート（概要）

（出典）指定研修機関における特定行為研修の実施状況に係るアンケート（R5.6実施）

３ 医療機関における特定行為普及の課題
（１）修了看護師の導入の課題

31%

39%

17%

0%4%
9%

管理チーム※

特定行為研修制度の理解不足

活用ビジョンが不明確（患者ニー

ズ、必要な特定行為の把握不足）

学習継続が可能な勤務体制が不

十分

受講生への経済的サポートが不足

代替職員の不足

その他（自由記述）

74%

4%

13%

0%0%
9%

医師

特定行為研修制度の理解不足

組織の修了看護師の活用ビジョン

が不足

指導医の確保ができない

受講者の学習継続・学習機会（症例

検討会等）に配慮した支援が行わ

れていない
配置後の医師によるフォローアップ

体制が構築されていない

4%

22%

61%

9%
4%

受講希望看護師・修了看護師

受講動機・目的が不明確

組織の役割期待を理解していない

組織内での修了看護師としての活動ビジョンが不明確

自施設からの支援（経済的支援含む）が不十分

その他（自由記述）

修了看護師の導入に当たって、医療機関が課題であると
認識している要因（いわゆる第一の障壁）の第1位を集計
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※ここでは組織管理者（病院長、看護部
長、事務長など）と部署管理者（看護管
理者、教育担当看護管理者など）を指し
ます。



指定研修機関における特定行為研修の
実施状況に係るアンケート（概要）

（出典）指定研修機関における特定行為研修の実施状況に係るアンケート（R5.6実施）

55%

10%

15%

15%

5%

医師

修了看護師と看護実践への理解が

ない

修了看護師の実践能力を評価する

機会がなく信頼関係がない

修了看護師への継続的なOJTがな

い

修了看護師との連携・協働が不十

分（役割分担、治療計画の共有等）

その他（自由記述）

45%

23%

23%

4% 5%

修了看護師

自発的な役割拡大が不足

特定行為実践のための業務調整が不十分

医師との連携・協働が不十分

看護師・多職種との連携・協働が不十分

その他（自由記述）

55%

5%

10%

20%

10%

管理チーム※

修了看護師の管理体制が不十分

（報酬体系、勤務体制等）

修了看護師を管理する会議体や特

定行為の情報共有の会議体がな

い
手順書が発行・利用しずらい

修了看護師のキャリア支援が不十

分

その他（自由記述）

（２）修了看護師の複数配置の課題 修了看護師の複数配置に当たって、医療機関が課題であると
認識している要因（いわゆる第二の障壁）の第1位を集計
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※ここでは組織管理者（病院長、看護部
長、事務長など）と部署管理者（看護管
理者、教育担当看護管理者など）を指し
ます。



都の取組について



【目的】 ○医療機関における特定⾏為研修等に関する理解を深め、特定⾏為研修を修了した看護師等の活躍を促進する。⇒チーム医療・看護師の質の向上の推進
○専門性の高い看護師のキャリアアップを支援することで、モチベーションの維持・向上による定着促進を図る。⇒離職防⽌

【実施方法】 公益社団法人東京都看護協会へ委託して実施

事業の概要

事業内容

◆診療報酬上の効果（診療報酬の算定例）◆院内・施設内での取組の実際 ◆チーム医療推進貢献した具体例 ◆管理者から⾒た活⽤効果
⇒活⽤のための準備、実践、評価までの好事例を紹介し、組織での合意形成の⼀助とする。

シンポジウムのテーマ（例））

○分科会(第二部）の開催
・さらに理解を深めるため、より関⼼のある取り組み事例に分かれてグループ討議を実施
・医療機関同⼠・看護師同⼠の意⾒交換の場として、課題解決の⼀助とする。

○シンポジウム(第⼀部）の開催
特定⾏為研修修了者・認定看護師等の専門性が高い看護師の活⽤が進んでいる施設において、活⽤に当たっての⼯夫を講演
《対象》施設管理者、看護管理者、医師、看護師、事務職員等

看護師等キャリアアップ支援事業の概要

取得前 取得中 取得後

施設体制
専門性の高い看護師の役割

の検討

受講中（６か月以

上必要）の支援
実践への体制整備 実践中の支援 実践評価

医療機関

病院の診療内容により、看護

外来開設部門(認定看護）、特

定行為の領域区分（役割・活

動内容）の検討

職場のサポート

・勤務調整

・給与面

・上司、同僚の理

解

・特定行為実践：医師による手順書の作成が必要不

可欠

・看護外来の開設：院内の場所確保・備品準備・患者

の受診方法の流れの整備

・専門看護師活用による診療報酬の算定：事前に届

出

⇒医師・関連部門との調整

・院内と患者への周知と理解

・相談体制、技術の維持

・人員配置の調整

・患者の満足

・看護師の労働意欲の向上

・経営上の効果

訪問看護

訪問看護の内容により、認定

看護の分野、特定行為の領

域区分（役割・活動内容）の検

討

・特定行為実践：連携医療機関の医師による手順書

の作成が必要不可欠

・専門看護師活用による訪問看護療養費算定：事前

に届出

⇒連携医師・事務との調整

・訪看内、連携医療機関と患者へ

の周知と理解

・相談体制、技術の維持

・利用者の満足

・看護師の労働意欲の向上

・経営上の効果

高齢者施設

有料老人ホームで医療ニーズ

がある高齢者の増加

⇒専門性の高い看護師がで

きる行為についての理解

・特定行為実践：施設内診療所又は連携医療機関の

医師による手順書の作成が必要不可欠

・専門看護師活用による診療報酬の算定：連携医療

機関、診療所で事前に届出

⇒連携医療機関・施設の医師・事務との調整

・施設内、連携医療機関と患者へ

の周知と理解

・相談体制、技術の維持

・入所者の満足

・看護師の労働意欲の向上

・経営上の効果
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病院勤務者勤務環境改善事業

事業目的

事業概要

病院勤務の医師及び看護職員を対象とし、離職防止、負担軽減、定着、再就業を支援する取組に対して経費の補助を実施

病院が実施する、医師及び看護職員の勤務環境を改善し、離職防止、負担軽減、定着、再就業を支援する取組に対し、都が必要な経費を補助することによ
り、都内医療体制の安定的な確保に資することを目的とする。

対象病院

都内の病院（国、独立行政法人、地方独立行政法人、都が設置する病院を除く。）

◆復職研修事業

勤務環境改善及び再就業支援事業

【基準額】11,140千円【補助率】1/2

チーム医療推進の取組

勤務環境改善整備事業

出産・育児・介護等により離職せざるを得なかった医師及び看護職員が、
不安なく再就業し定着できるよう、指導担当者のもとで実施する復職研修
事業

◆就労環境改善事業

病院に勤務する医師及び看護職員の負担を軽減し、働きやすい環境を整

備することにより、離職防止と安定的な人材確保に資する事業（例：短時間

正職員制度、交代制勤務の導入等の勤務形態の導入・見直し）

◆相談窓口事業

女性医師等の仕事と家庭の両立支援のための相談窓口を設置し、相談対
応や情報提供を実施する事業

【基準額】7,093千円【補助率】1/2

◆施設・設備整備事業

○院内助産・助産師外来に必要な施設・設備の整備

○休憩室・当直室等の新築、増改築又は改修に必要な施設・設備の整備

【基準額】施設5,040千円、設備3,811千円【補助率】施設2/3、設備2/3

◆チーム医療推進の取組

各医療スタッフの専門性を発揮させ、医師及び医療関係職等との役割分担
とチーム医療推進に資する事業

【基準額】6,700千円【補助率】1/2

○医師事務作業補助者・看護補助者（配置に伴う研修費用等）
○専門性の高い看護師（認定看護師資格取得、特定行為研修受講期間中の
人件費等）

○院内助産・助産師外来（開設前後６か月間の人件費等）
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令和５年度 東京都訪問看護推進総合事業について

同⾏訪問による指導や支援の実践方法を中⼼とし、⽐較
的規模の小さいステーションでも取り組みやすいOJTの手法を
まとめたマニュアルです。

訪問看護推進総合事業
訪問看護ステーションに関する各事業の内容

や最新情報のご案内しております。

https://www.fukushihoken.metro.
tokyo.lg.jp/kourei/hoken/houkan/

訪問看護ＯＪＴマニュアル

https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/
kourei/hoken/houkan/ojtmanyual.html

東京都福祉保健局 高齢社会対策部 在宅⽀援課 介護医療連携推進担当
０３（５３２０）４２１６TEL

問い合わせ先

東京都
ホームページ

訪問看護オンデマンド研修動画
R1年度からR3年度にかけて実施した「訪問看護師オンデマンド研修

事業」のeラーニング研修の動画を公開しています。訪問看護職等のス
キルアップのために活⽤してください。
※本動画のリンクを、関係者以外に広く共有することはお控えください。
https://youtube.com/playlist?list=PLQMhyNB4qRZnyDTlzPTAr5MPDQTri9STE

事業名 目的 対象事業者 対象経費

１

認定看護師資格取得支援事業

※補助対象の分野
訪問看護、皮膚・排泄ケア、認知症看護、緩和ケア

・訪問看護の実践と相談・指導ができる看護師の育
成を支援
・労働意欲向上、定着促進、看護職員全体の質向
上の推進を図る

訪問看護ステーションが経費を負担し（一部を負担する場合も可）勤務する
職員に認定看護師の資格を取得させる場合

今年度新たに申請対象となるのは、令和５年度に受験し、令和６年度に教
育課程を受講する場合

①入学金・受講料

②教育課程受講期
間中の給与費等
③認定審査料
【①～③補助率１/２】

２
訪問看護ステーション代替職員
（研修及び産休等）確保支援事業

・常勤職員が研修受講や出産・育児・介護休業等を
取得する際の代替職員確保にかかる経費を支援
・訪問看護師の勤務環境の向上、定着推進を図る

常勤換算7人未満の都内訪問看護ステーション
※産休代替については復帰に関する補助条件あり

代替職員の給与費と

交通費 （交通費は
研修代替のみ）

３
訪問看護ステーション事務職員
雇用支援事業

・訪問看護ステーションの労働環境の改善
・看護職員の事務負担を軽減し、専門業務に注力
できる環境を整備する

今年度新たに申請対象となるのは、開設後１年以内の訪問看護ステーショ
ンが初めて事務職員を雇用する場合
※ 事務職員を雇用する前に、あらかじめ東京都へ事業計画を提出するこ

と。事業計画提出前に既に雇用している事務職員に係る経費は補助対象
外

事務職員の給与費、
交通費

４ 新任訪問看護師育成支援事業

・訪問看護未経験の看護職を雇用・育成する訪問
看護ステーションの教育体制の強化を図る
・訪問看護職員の勤務環境の向上及び定着を推進
する

対象となる訪問看護ステーションの主な要件
・ 管理者・指導者育成事業の「育成定着推進コース」を修了 (当年度修了
可)
・ 開設後1年以上が経過している
・ 令和４年度中にターミナルケア加算等の請求実績がある

雇用する看護職員の
給与費、外部研修受
講経費
【補助率１/２】

事業名 目的 主な内容

5
東京都訪問看護
教育ステーション事業
※都内13か所で実施

都の指定する『教育ステーション』が、地域のステーション等
から研修生を受け入れ、同行訪問や勉強会を行うなどし、地
域の小規模なステーションの人材育成や地域連携強化等を
支援

● 訪問看護ステーション体験・研修 （同行訪問等）

● 地域の医療機関等での訪問看護師に必要な知識・技術習得のための研修

● 訪問看護師確保のための取組 （就業相談や人材育成の相談等）

● 訪問看護師の育成・定着や地域連携の強化に関する取組（勉強会や合同カンファレンス等）

6
管理者・指導者育成事業
※「東京都福祉保健財団」に委託をして
実施

訪問看護ステーションの管理者・指導者向けの研修を実施
し、管理者・指導者を育成するとともに管理者同士のネット
ワーク構築を支援

① 基礎実務コース：新たに管理者・指導者になった方等を対象
② 経営安定コース：管理職の経験が浅い方等を対象
③ 育成定着推進コース：人材育成等について学びたい管理者・指導者を対象

● 看護小規模多機能型居宅介護実務研修：看多機管理者、看多機開設を検討している訪問看護ス
テーション管理者を対象

7 訪問看護人材確保事業
※「東京都看護協会」に委託をして実施

訪問看護師を目指す看護職・学生等に対して、訪問看護の
実際や重要性、魅力をＰRし、訪問看護人材確保を図る

訪問看護師を目指す看護職・学生等に対象としたＰR講演会等の開催

8
いきいき・あんしん在宅療養サポー
ト訪問看護人材育成支援事業

訪問看護師の知識の確認と実践能力の維持・向上を目指す
シミュレーション教育プログラムを作成し、eラーニングと人体型シミュレータを活用して研修を実施
※令和５年度はプログラム作成のための調査を実施。研修は令和６年度から開始予定

●その他の事業（研修・講演会等）

①②は都内すべての訪問看
護ステーション管理者・指導
者の受講を推奨しています。

●訪問看護ステーションに対する補助金制度

※ 上記は概要であり、補助⾦の利⽤にあたっては、各事業ごとに⼀定の要件があります。 詳細は東京都ホームページをご確認ください。

令和５年４月

13

https://www.fukushihoken.metro.
https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/
https://youtube.com/playlist?list=PLQMhyNB4qRZnyDTlzPTAr5MPDQTri9STE

